
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ミシン主軸からの伝動により、該ミシン主軸と略平行をなす各別の軸心回りに揺動し、
針落ち位置の前後に配した差動送り歯及び主送り歯を夫々前後動させる差動送り軸及び主
送り軸と、これらの揺動角度を一括して変更し、差動送り歯及び主送り歯の前後動作量を
調節する送り調節手段と、前記差動送り軸の揺動角度を変更し、差動送り歯の前後動作量
を主送り歯のそれに対して可変に調節する差動調節手段とを備えたミシンの送り装置にお
いて、前記主送り軸は、これに装着された主送りアームと、前記ミシン主軸の対応部位に
装着された偏心環との間に主送りリンクを架設して伝動構成してあり、前記差動送り軸は
、これに装着された差動送りアームと前記主送り軸の対応部位に装着された調節アームに
沿って摺動するスライダとの間に差動送りリンクを架設して伝動構成してあ

ることを特徴とするミシ
ンの送り装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
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り、前記差動
調節手段は、前記スライダと前記差動送りリンクとの連結部の近傍に配され、前記ミシン
主軸と略平行をなす枢軸回りに揺動する揺動アームと、該揺動アームと前記主送り軸を挾
んで対向配置され、該主送り軸と略直交する方向への摺動可能に摺動子を保持するリニア
ガイドと、前記摺動子を前記揺動アームに連結する第１の連結リンクと、該連結リンクの
連結部から前記主送り軸の側に折り返し、前記摺動子を前記スライダに連結する第２の連
結リンクと、前記揺動アームに揺動力を加える操作手段とを備え



【発明の属する技術分野】
本発明は、ミシンベッド上の縫製生地に送りを加えるべく、針落ち位置の前後に配した差
動送り軸及び主送り軸を前後動作させるミシンの送り装置に関し、特に、衣服の袖部等の
筒状生地の縫製を可能とすべく、針落ち位置の近傍を細径のシリンダベッドとしたミシン
に好適な送り装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
ミシンによる縫製は、ミシンベッド上にて押え金との間に挾持された縫製生地に、送り歯
の動作により間欠的な送りを加えて行われる。送り歯の動作は、上下動及び前後動の組み
合わせにより生じる長円運動であり、ミシンベッドの内部に配したミシン主軸からの伝動
により、ミシンベッド上での針の上下動、ミシンベッド内でのルーパの動作等、他の可動
部の動作と関連づけて行われ、縫製生地への送りは、上位置にてミシンベッド上に突出し
て後動する前記送り歯により加えられるようになしてある。
【０００３】
前記送り歯の駆動装置は、ミシンベッドの内部にミシン主軸と略平行をなして上下動用の
軸と前後動用の軸とを配し、これらの中途に固着されたアームと、ミシン主軸の対応位置
に装着した偏心環（エキセン）に突設された伝動アームとを各別のリンクを介して連結し
、ミシン主軸の回転に応じた偏心環の回転を夫々のリンク及びアームを介して前記両軸に
伝え、これらを各別の軸回りに揺動（所定角度の回動）せしめ、この揺動を送り歯に伝え
て上下動及び前後動を合わせて行わせる構成となっている。
【０００４】
偏平縫いミシン、二重環縫いミシン等、針落ち位置の前，後に送り歯（差動送り歯及び主
送り歯）を備えたミシンにおいては、両者の前後動用の軸（差動送り軸及び主送り軸）を
各別に備えると共に、上下動用の軸（上下送り軸）を共通として、これら各軸へのミシン
主軸からの伝動機構を前述した如くに構成してなる送り装置が用いられている。この送り
装置によれば、差動送り軸及び主送り軸の揺動角度の一括した調節により、両送り歯の前
後動ストロークを変更して縫製生地の送り量を変える送り調節が可能である上、差動送り
軸の揺動角度の単独での調節により、差動送り歯の前後動ストロークを増減して、差動送
り歯の送り量を主送り歯のそれよりも大又は小に変更する差動調節が可能である。
【０００５】
この差動調節は、例えば、伸縮性に富む生地の縫製に際しては、差動送り歯の送り量を増
し、針落ち位置の前側での送り量を後側でのそれよりも大きくして、前記生地を所望の弛
みを与えた状態にて縫製し、また、伸縮性を有しない一般的な生地の縫製に際しては、逆
に、差動送り歯の送り量を減じ、針落ち位置の前側での送り量を後側でのそれよりも小さ
くして、前記生地を緊張下に保って縫製する等、縫製生地の種類に応じて適正な送り状態
を得るべく使用されている。
【０００６】
以上の如き送り装置は、駆動対象となる送り歯の近傍に構成されるのが合理的である。と
ころが、衣服の袖部等の筒状生地の縫製に対応すべく、送り歯の配設位置となる針落ち位
置の近傍を細径のシリンダベッドとしたミシンがあり、この種のミシンにおいては、送り
調節及び差動調節のための機構を含む前述した送り装置を前記シリンダベッド内部の限ら
れた空間内に配設するために、シリンダベッドが針落ち位置よりも先に延長された形態と
ならざるを得ず、この延長部の存在により、シリンダベッドへの筒状生地の挿通、及び挿
通された筒状生地の取回しに支障を来たす不都合があり、また、前記機構の配置のために
シリンダベッドの細径化に限界があり、子供服の袖部の如き細径の筒状生地の縫製に対応
し得ないという問題があった。
【０００７】
このような不都合を解消すべく、特開平４ -20372号公報には、差動送り歯及び主送り歯の
前後動用の差動送り軸及び主送り軸、並びに両送り歯の上下動用の上下送り軸へのミシン
主軸からの伝動機構を、送り調節及び差動調節のための機構を含めてシリンダベッドの基
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端を支えるミシンベッド（ベッド主部）の内側に構成し、これらの各軸をシリンダベッド
の内部に延長して、夫々の延長端を針落ち位置下に上下動及び前後動可能に配された差動
送り歯及び主送り歯の支持台に連繋させた送り装置が開示されている。
【０００８】
図６及び図７は、前記特開平４ -20372号公報に開示された送り装置の構成を示す横断面図
である。ミシンベッドＢの内部には、図示しないミシンモータからの伝動により軸心回り
に回転するミシン主軸Ｓの一側に、これと平行をなして主送り軸１及び差動送り軸２が、
またこれらの上部に夫々と平行をなして上下送り軸３が配してあり、またミシン主軸Ｓの
他側に、主送り軸１及び差動送り軸２への伝動のための伝動軸Ｓ′が配してある。
【０００９】
図６には、主送り軸１への伝動系の構成が示されている。この伝動系は、ミシン主軸Ｓに
装着された偏心環５の外周に放射状に突設された送りロッド 50の先端部と、伝動軸Ｓ′の
該当位置に基端を嵌着された伝動アーム 51の中途部とを連結リンク 52により連結し、また
、前記伝動アーム 51の先端部と主送り軸１の該当位置に基端を嵌着された主送りアーム 10
の先端部とを、ミシン主軸Ｓの配設位置を横切って架設された主送りリンク 11を介して連
結し、更に、送りロッド 50と連結リンク 52との連結部を、前記伝動軸Ｓ′の同側にて、該
伝動軸Ｓ′と平行をなして配された支軸 53に調節リンク 54を介して連結した構成となって
いる。
【００１０】
而して、ミシン主軸Ｓが回転した場合、偏心環５に突設された送りロッド 50の先端部には
、偏心環５の偏心量に応じたストロークの往復動が支軸 53を中心とする調節リンク 54の先
端の回転軌跡に沿って生じ、この往復動が連結リンク 52を介して伝動アーム 51に伝達され
、伝動軸Ｓ′が軸心回りに揺動し、該伝動軸Ｓ′を枢軸とする伝動アーム 51の先端の揺動
が、主送りリンク 11を介して主送りアーム 10に伝達されて主送り軸１が軸心回りに揺動し
、この揺動が図示しない主送り歯に伝えられ、該主送り歯が前後動せしめられることにな
る。
【００１１】
以上の如き主送り軸１の揺動角度の大小、及びこの揺動に伴って生じる主送り歯の前後動
ストロークの大小は、送りロッド 50の先端の往復動軌跡における連結リンク 52の長手方向
成分の大小に依存する。前記調節リンク 54は、適宜の操作により、支軸 53の逆側、即ち、
送りロッド 50及び連結リンク 52との連結部を枢軸として揺動し、連結リンク 52との相対的
な位置関係を変え得るようになしてあり、これにより送りロッド 50の先端を拘束する調節
リンク 54の回転軌跡が変わることから、伝動軸Ｓ′の揺動角度が変化し、この揺動に応じ
た主送り軸１の揺動角度が変化して、主送り歯の前後動ストローク、即ち、主送り歯によ
る送り量を調節することができる。
【００１２】
図７には、差動送り軸２への伝動系の構成が示されている。この伝動系は、図６における
と異なる軸方向位置に配設されており、前記伝動軸Ｓ′の中途に基端を嵌着された調節ア
ーム 55と差動送り軸２の該当位置に基端を嵌着された差動送りアーム 20とを差動送りリン
ク 21を介して連結し、伝動軸Ｓ′に前述の如く生じる揺動を差動送りリンク 21及び差動送
りアーム 20を介して差動送り軸２に伝達して、該差動送り軸２の揺動を図示しない差動送
り歯に伝え、該差動送り歯を前後動せしめる構成となっている。
【００１３】
調節アーム 55は、支軸となる伝動軸Ｓ′の軸断面内において、適宜の曲率を有する円弧形
のアームであり、長手方向への摺動可能にスライダ 56を保持し、前記差動送りリンク 21は
、該スライダ 56と前記差動送りアーム 20の先端との間に架設されている。前記スライダ 56
は、前記調節アーム 55の曲率中心に略対応する位置に基端を枢支された操作アーム 57の先
端に連結されており、該操作アーム 57の回転操作により前記調節アーム 55に沿って摺動し
、該調節アーム 55のアーム長を可変に調節し得るようになしてある。
【００１４】
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以上の構成により、差動送り軸２の揺動角度、及びこの揺動に伴って生じる差動送り歯の
前後動ストロークは、伝動軸Ｓ′の揺動角度に応じて変化し、また差動送りアーム 20に対
する調節アーム 55のアーム長の比に応じて変化する。伝動軸Ｓ′の揺動角度は、前記調節
リンク 54の揺動操作により変更でき、これにより差動送り軸２の揺動角度が主送り軸１の
揺動角度と共に変化して、差動送り歯による送り量を主送り歯のそれと一括して変更する
送り調節が可能となる。
【００１５】
また、調節アーム 55のアーム長は、前述の如く、操作アーム 57の回転操作により調節アー
ム 55に沿ってスライダ 56を摺動せしめて変更できるのに対し、差動送りアーム 20のアーム
長は一定であり、操作アーム 57の操作により、差動送り歯の送り量を主送り歯のそれに対
して可変に調節する差動調節が可能となる。
【００１６】
【発明が解決しようとする課題】
ところが、ミシンベッドＢの内部には、主送り歯及び差動送り歯を前後動させるための前
述した構成の送り装置に加えて、針落ち位置下にて針の上下動に同期した進退動作をなす
ルーパへの伝動機構、両送り歯を上下動させるための前記上下送り軸３への伝動機構等、
他の可動部分へのミシン主軸Ｓからの伝動機構も配設されており、図６及び図７に示され
た送り装置を構成する場合、各構成部品の配設位置を確保すること、特に、ミシン主軸Ｓ
と平行をなす主送り軸１、差動送り軸２及び伝動軸Ｓ′の架設位置を相互間に前述した連
結関係を保って確保することが難しく、この配設を可能とするために、ミシンベッドＢの
形状変更を強いられるという問題があった。
【００１７】
本発明は斯かる事情に鑑みてなされたものであり、送り調節機構及び差動調節機構を含め
た差動送り歯及び主送り歯への伝動機構を構成する部品数を削減し、特に、差動送り歯又
は主送り歯への伝動に直接的に関与しない伝動軸を省略することにより、ミシンベッドの
内部への配設が容易な簡素な構成の送り装置を提供することを目的とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
　本発明に係るミシンの送り装置は、ミシン主軸からの伝動により、該ミシン主軸と略平
行をなす各別の軸心回りに揺動し、針落ち位置の前後に配した差動送り歯及び主送り歯を
夫々前後動させる差動送り軸及び主送り軸と、これらの揺動角度を一括して変更し、差動
送り歯及び主送り歯の前後動作量を調節する送り調節手段と、前記差動送り軸の揺動角度
を変更し、差動送り歯の前後動作量を主送り歯のそれに対して可変に調節する差動調節手
段とを備えたミシンの送り装置において、前記主送り軸は、これに装着された主送りアー
ムと、前記ミシン主軸の対応部位に装着された偏心環との間に主送りリンクを架設して伝
動構成してあり、前記差動送り軸は、これに装着された差動送りアームと前記主送り軸の
対応部位に装着された調節アームに沿って摺動するスライダとの間に差動送りリンクを架
設して伝動構成してあ

ることを特徴とする。
【００１９】
　本発明においては、ミシン主軸に装着した偏心環、より詳しくは、該偏心環に突設され
た送りロッドと、主送り軸の一部に装着した主送りアームとを主送りリンクにより直接的
に連結し、更に、主送り軸の他部に装着した差動送りアームと差動送り軸に装着した差動
送りアームに沿って摺動するスライダとを差動送りリンクにより連結して、ミシン主軸か
ら主送り軸及び差動送り軸への伝動系を、両送り軸間の伝動軸を省略して構成
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り、前記差動調節手段は、前記スライダと前記差動送りリンクとの
連結部の近傍に配され、前記ミシン主軸と略平行をなす枢軸回りに揺動する揺動アームと
、該揺動アームと前記主送り軸を挾んで対向配置され、該主送り軸と略直交する方向への
摺動可能に摺動子を保持するリニアガイドと、前記摺動子を前記揺動アームに連結する第
１の連結リンクと、該連結リンクの連結部から前記主送り軸の側に折り返し、前記摺動子
を前記スライダに連結する第２の連結リンクと、前記揺動アームに揺動力を加える操作手
段とを備え

し、主送り



【００２２】
【発明の実施の形態】
以下本発明をその実施の形態を示す図面に基づいて詳述する。図１は、本発明に係る送り
装置の全体構成を示す斜視図、図２は、本発明に係る送り装置を内蔵するミシンベッドの
平面図である。
【００２３】
図１及び図２に示す如く、ミシンベッドＢの内部には、図示しないミシンモータからの伝
動により軸心回りに回転するミシン主軸Ｓが、幅方向の略中央に架設してあり、該ミシン
主軸Ｓの一側には、これと平行をなして主送り軸１及び差動送り軸２が架設され、また差
動送り軸２の上側には、ミシン主軸Ｓと平行をなして上下送り軸３が架設されており、こ
れらは、ミシン主軸Ｓからの伝動により、後述の如く各別の軸心回りに揺動するようにな
してある。なお、図１中の主送り軸１、差動送り軸２及び上下送り軸３は、ミシン主軸Ｓ
との連結関係、及び相互間の連結関係を図示するために、中途部を破断して示してある。
【００２４】
図１に示す如く、ミシンベッドＢの一側には、矩形筒形をなすシリンダベッドＢ′が連設
されており、ミシン主軸Ｓ、主送り軸１、差動送り軸２及び上下送り軸３は、シリンダベ
ッドＢ′の内部に延長され、針落ち位置の直下に位置して構成された送り歯機構４に連繋
させてある。
【００２５】
送り歯機構４は、針落ち位置の前，後に配された差動送り歯 4bと主送り歯 4aとに送り動作
を行わせる公知の機構であり、主送り歯 4aを支持する主送り台 40と差動送り歯 4bを支持す
る差動送り台 41とを、前後方向への摺動可能に組み合わせ、これらの前後両側に、上下送
り軸３及びミシン主軸Ｓの先端に各別の偏心環を介して枢支された角駒 42， 43を嵌合せし
める一方、主送り軸１の先端部に固設された揺動アーム 44と主送り台 40とを連結リンク 45
を介して連結せしめ、同様に、差動送り軸２の先端に固設された揺動アーム 46と差動送り
台 41とを連結リンク 47を介して連結せしめた構成となっている。
【００２６】
これにより主送り歯 4aと差動送り歯 4bとは、主送り軸１及び差動送り軸２の揺動に応じた
各別の前後動と、上下送り軸３の揺動に応じた上下動とが合成された長円運動を行い、針
落ち位置に供給される縫製生地に、針の上下動に関連した間欠的な送りが加えられること
になる。
【００２７】
図３は、図２の  III－ III 線による横断面図であり、ミシン主軸Ｓから主送り軸１への伝
動系の構成が示されている。本図及び図１に示す如く、この伝動系は、ミシン主軸Ｓに装
着された偏心環５の外周に放射状に突設された送りロッド 50の先端部と、主送り軸１の該
当位置に基端を嵌着された主送りアーム 10の先端部とを、主送りリンク 11を介して直接的
に連結し、更に、送りロッド 50と主送りリンク 11との連結部と、主送り軸１の下方に位置
する支軸 60とを、送り調節リンク６を介して連結した構成となっている。
【００２８】
該送り調節リンク６の他側を支持する支軸 60は、ミシン主軸Ｓ及び主送り軸１と平行をな
して送り調節ブラケット７に突設されている。送り調節ブラケット７は、支軸 60の突設部
の逆側において、送りロッド 50と主送りアーム 10との連結部と略一致する枢軸 7aの回りに
揺動可能に支持されており、その上部は、ミシンベッドＢの前壁（図３における右側壁）
に螺合する送り調節ねじ 70の先端に臨ませてあり、またその下部は、ミシンベッドＢの後
壁（図３における左側壁）との間に張架されたブラケットばね 71により後向きに付勢され
ている。
【００２９】
ミシンベッドＢの外側に突設された送り調節ねじ 70の他端には、調節つまみ 72が固設され

10

20

30

40

50

(5) JP 3673902 B2 2005.7.20

軸の揺動を伴うことなく差動送り軸の揺動角度のみを変更する差動調節を、両送り軸間の
伝動軸を必要とせずに可能とする。



ており、ミシンベッドＢ内部への送り調節ねじ 70の突出長さは、前記調節つまみ 72の回転
操作により自在に調節でき、更に、送り調節ねじ 70の中途に螺合する固定ナット 73をミシ
ンベッドＢの外面に締め付けることにより、適宜に固定できるようになしてある。
【００３０】
この操作がミシンベッドＢの内部への送り調節ねじ 70の突出長さを増す方向に行われた場
合、送り調節ブラケット７は、ブラケットばね 71の付勢に抗して反時計回りに揺動し、逆
に、ミシンベッドＢの内部への突出長さを減じる方向に行われた場合、送り調節ブラケッ
ト７は、ブラケットばね 71のばね力により時計回りに揺動して、図示の如く、送り調節ね
じ 70の先端に上部を押し付けた揺動位置に拘束される。
【００３１】
而して、ミシン主軸Ｓが回転した場合、偏心環５に突設された送りロッド 50には、該偏心
環５の偏心量に応じたストロークの往復動が生じ、該送りロッド 50の先端に主送りリンク
11を介して連結された主送りアーム 10の先端が押し引きされて、該主送りアーム 10の基端
が固設された主送り軸１が軸心回りに揺動し、この揺動が、シリンダベッドＢ′への延長
端に固設された揺動アーム 44と連結リンク 45とを介して主送り台 40に伝えられ、該主送り
台 40に支持された主送り歯 4aが前後動せしめられることになる。
【００３２】
このとき送りロッド 50の先端部は、支軸 60により基端を支持された送り調節リンク６との
連結部に拘束された状態にあり、前記往復動は、支軸 60を中心とする送り調節リンク６の
回転軌跡に沿って生じる一方、該送り調節リンク６の支軸 60は、調節つまみ 72の回転操作
により前述の如く生じる送り調節ブラケット７の揺動に応じて送りロッド 50及び主送りリ
ンク 11に対する相対位置を変え、これに伴って前記回転軌跡が変化することから、ミシン
主軸Ｓの回転に伴う主送り軸１の揺動角度、及びこの揺動に伴って生じる主送り歯の前後
動ストローク（送り量）は、ミシンベッドＢの外側にて調節つまみ 72を回転操作し、所望
の回転位置にて固定ナット 73を締め付けて送り調節ねじ 70を固定することにより自在に調
節することができる。
【００３３】
送り調節ブラケット７の枢軸 7aは、シリンダベッドＢ′の連設側のミシンベッドＢの側面
に突出せしめられ、この突出端には、送りレバー 7bが取付けてあり、送り調節ブラケット
７の揺動に伴う送りレバー 7bの先端の移動が、該送りレバー 7bの取付け域を覆う目盛り板
7cに形成された送り目盛りに表示されるようになしてある。
【００３４】
従って、送り調節のための調節つまみ 72の回転操作を、目盛り板 7cの送り目盛りを視認し
つつ行うことにより、所望の送り量を確実に設定することができる。なお、図面の煩雑化
を避けるべく、図３においては送りレバー 7bを破線により示してあり、また、図１におい
ては目盛り板 7cの図示を省略してある。
【００３５】
図４は、図２の IV－ IV線による横断面図であり、差動送り軸２への伝動系の構成が示され
ている。この伝動系は、図１及び図２に明らかな如く、主送り軸１への伝動系の配設位置
に対し、シリンダベッドＢ′の連設側から離れる向きに離隔して配されている。図５は、
差動送り軸２への伝動系を抜き出して示す拡大斜視図である。
【００３６】
図４及び図５に示す如く、差動送り軸２への伝動系は、主送り軸１の同側への延長端に基
端を嵌着された調節アーム 12と、差動送り軸２の該当位置に基端を嵌着された差動送りア
ーム 22とを、差動送りリンク 23を介して連結し、主送り軸１に前述の如く生じる揺動を、
調節アーム 12、差動送りリンク 23及び差動送りアーム 22を介して差動送り軸２に伝えて揺
動させ、この揺動を、シリンダベッドＢ′内への差動送り軸２の延長端に固設された揺動
アーム 46と連結リンク 47とを介して差動送り台 41に伝え、該差動送り台 41に支持された差
動送り歯 4bを前後動せしめる構成となっている。なお、図５においては、調節アーム 12と
差動送りアーム 22との連結部を明示するため、差動送り軸２の図示を省略し、差動送りア
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ーム 22の基端側を破断して示してある。
【００３７】
前記差動送りアーム 22は、先端を下方に向けて差動送り軸２に取付けてある。前記調節ア
ーム 12は、所定の曲率を有する円弧形のアームであり、差動送り軸２の側に曲率中心を有
し、差動送りアーム 22と同様に先端を下方に向けて主送り軸１に取付けてある。調節アー
ム 12の一面には、これの曲率に沿って凹溝が形成してあり、前記差動送りリンク 23は、前
記凹溝内に摺動自在に保持されたスライダ 14と差動送りアーム 22の先端との間に架設され
ている。なお、前記調節アーム 12の曲率中心は、差動送りアーム 22と差動送りリンク 23と
の連結部に略一致するように設定されている。
【００３８】
以上の如き主送り軸１及び差動送り軸２との連結部分の下側には、差動送り軸２の下位置
にて両軸１，２と平行をなす枢軸 8a回りに揺動可能に揺動アーム８が配してある。また前
記連結部分の上側には、該連結部分を挾んで前記揺動アーム８と対向する位置に、主送り
軸１と直交し、これの軸心近傍に向かう態様に丸棒状のリニアガイド９が固定されている
。
【００３９】
リニアガイド９は、軸長方向への摺動自在に摺動子 90を保持しており、該摺動子 90には、
第１の連結リンク 91及び第２の連結リンク 92の一端が、主送り軸１及び差動送り軸２と平
行をなす連結ピン 9aを介して同軸上に枢支されている。第１の連結リンク 91の他端は、差
動送りリンク 23の一側を通過して下方に延設され、前記枢軸 8aから後向きに延長された揺
動アーム８の先端部に、前記連結ピン 9aと平行をなす連結ピン 9bにより枢支されており、
また、第１の連結リンク 91よりも短寸の第２の連結リンク 92の他端は、差動送りリンク 23
の他側において、前記調節アーム 12に保持されたスライダ 14に、前記差動送りリンク 23と
の間に挾持される態様に枢支されている。
【００４０】
揺動アーム８の枢軸 8aは、図１に示す如く、シリンダベッドＢ′の連設側から離れる向き
に延長され、同側のミシンベッドＢの側面に突出させてあり、この突出端には、差動調節
レバー 8bが嵌着されている。ミシンベッドＢの前側に延びる差動調節レバー 8bの先端側は
、前記側面の一部に固定された差動目盛り板 8cにより覆ってある。差動目盛り板 8cには、
上下方向の軸回りに回転自在に差動調節ねじ 80が架設され、該差動調節ねじ 80に回転を拘
束して螺合された移動ナット 81に前記差動調節レバー 8bの中途部が係止されており、また
、差動目盛り板 8cの上側へ突出する差動調節ねじ 80の先端には調節つまみ 82が固設されて
いる。なお、図面の煩雑化を避けるべく、図１においては、差動目盛り板 8a、差動調節ね
じ 80、移動ナット 81、及び調節つまみ 82の図示を省略してある。
【００４１】
而して、調節つまみ 82を回転操作して差動調節ねじ 80を回転せしめた場合、前記移動ナッ
ト 81が上下に移動し、これに伴って差動調節レバー 8bの係止部位が上下に押圧されて、該
差動調節レバー 8bが枢軸 8aと共に揺動し、この揺動が、ミシンベッドＢの内部への枢軸 8a
の延長端に嵌着された揺動アーム８に伝わり、該揺動アーム８は、前記調節つまみ 82の操
作量に応じて上下に揺動することになる。そして、揺動アーム８が揺動した場合、これの
後端に枢支された第１の連結リンク 91が上下に引かれ、該連結リンク 91の他端に連結され
た摺動子 90が前記リニアガイド９に案内されて摺動し、この摺動が第２の連結リンク 92を
介して前記スライダ 14に伝達され、該スライダ 14が調節アーム 12に沿って摺動せしめられ
、適宜の位置に拘束される。
【００４２】
以上の構成により、主送り軸１が揺動した場合、この揺動が、調節アーム 12、差動送りリ
ンク 23及び差動送りアーム 22を介して差動送り軸２に伝わり、該差動送り軸２が揺動する
。このように生じる差動送り軸２の揺動角度、及びこの揺動に伴って生じる差動送り歯 4b
の前後動ストローク（送り量）は、主送り軸１の揺動角度、及びこの揺動に伴って生じる
主送り歯 4aの前後動ストローク（送り量）に対応したものとなり、前述した如く、ミシン
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ベッドＢの外側にて調節つまみ 72を回転操作し、所望の回転位置にて固定ナット 73を締め
付けて送り調節ねじ 70を固定する手順により、差動送り歯 4bによる送り量を主送り歯 4aの
送り量と一括して変更する送り調節が可能となる。
【００４３】
一方、差動送り軸２の揺動角度は、主送り軸１の揺動角度に対し、調節アーム 12のアーム
長（調節アーム 12上のスライダ 14の摺動位置から主送り軸１の軸心までの長さ）に対する
差動送りアーム 22のアーム長（差動送り軸２の軸心から差動送りリンク 23の連結位置まで
の長さ）の比に応じて変化する。ここで、差動送りアーム 22のアーム長は一定であるのに
対し、調節アーム 12のアーム長は調節アーム 12上でのスライダ 14の摺動位置に応じて変化
し、該スライダ 14の摺動位置は、前述した如く、ミシンベッドＢの前側において前記差動
調節つまみ 82を回転操作し、差動調節ねじ 80を回転せしめることにより適宜に変更できる
。これにより、差動送り歯 4bの送り量を主送り歯 4aのそれに対して可変に調節する差動調
節が可能となる。
【００４４】
前記差動調節レバー 8bの先端は、これの揺動軌跡に対応するように前記差動目盛り板 8cに
開口する窓孔に臨ませてあり、該窓孔に沿って形成された差動目盛りの視認により、前述
の如く変更される差動量（主送り歯 4aによる送り量と差動送り歯 4bによる送り量の差）を
確認し得るようになしてある。従って、差動調節のための調節つまみ 82の回転操作を前記
差動目盛りを確認しつつ行うことにより、所望の差動量を確実に設定することができる。
【００４５】
【発明の効果】
　以上詳述した如く本発明に係るミシンの送り装置においては、主送り軸への伝動系を、
該主送り軸とミシン主軸に装着した偏心環とを送りリンクにより直接的連結し、また、差
動送り軸への伝動系を、該差動送り軸と前記主送り軸とを差動送りリンクにより直接的に
連結して伝動構成したから、主送り軸と差動送り軸との間の伝動軸の介在が不要となり、
該伝動軸の架設位置を確保する必要がなく、また両伝動系がミシンベッドの幅方向にミシ
ン主軸の一側に集めて配置でき、ミシンベッド内部の限られた配設空間内に他の可動部へ
の伝動に影響を与えることなく構成できるようにな

【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に係る送り装置の全体構成を示す斜視図である。
【図２】本発明に係る送り装置を備えたミシンベッドの内部構成を示す平面図である。
【図３】主送り軸への伝動系を示す図２の  III－ III 線による横断面図である。
【図４】差動送り軸への伝動系を示す図２の IV－ IV線による横断面図である。
【図５】差動送り軸への伝動系をを抜き出して示す拡大斜視図である。
【図６】従来の送り装置における主送り軸への伝動系を示す横断面図である。
【図７】従来の送り装置における差動送り軸への伝動系を示す横断面図である。
【符号の説明】
１　　主送り軸
２　　差動送り軸
4a　　主送り歯
4b　　差動送り歯
５　　偏心環
６　　送り調節リンク
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り、この構成により、差動送りリンク
と主送り軸に基端を固定された調節アームとの連結部を挾んでリニアガイドと揺動アーム
とを配し、揺動アームの一端と調節アームに沿って摺動するスライダとをリニアガイドに
摺動自在に保持させた摺動子に各別の連結ロッドにより連結し、揺動アームの揺動を、摺
動子の摺動を介してスライダに伝え、調節アーム上でのスライダの位置を変更する構成に
より、差動送り軸の揺動角度のみを主送り軸の揺動を伴うことなく変更する差動調節手段
を主送り軸と差動送り軸との間に伝動軸を介在させずに簡素に実現することが可能となる
等、本発明は優れた効果を奏する。



７　　送り調節ブラケット
８　　揺動アーム
９　　リニアガイド
10　　主送りアーム
11　　主送りリンク
12　　調節アーム
14　　スライダ
22　　差動送りアーム
23　　差動送りリンク
50　　送りロッド
70　　送り調節ねじ
80　　差動調節ねじ
90　　摺動子
91　　第１の連結リンク
92　　第２の連結リンク
Ｂ　　ミシンベッド
Ｂ′　シリンダベッド
Ｓ　　ミシン主軸
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】
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